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商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
 Ⅳ カナダ 
 
５　憲法上・行政法上の問題 
（１）不適切な委任
　制定法が明示的または黙示的に委任することを認めている場合を除き、「受任者
は委任することはできない（delegatus non potest delegare）」という格言が妥当す
ると考えられてきている（Re Therrien［２００１］ ２ S.C.R. ３, ６３）。コモン・ローにお
いては、この法格言はある制定法がそれに定められた機関に裁量を与えている場合
に適用されてきており、一般的な準則を定める権限（立法権）を与えられている機
関（Hodge v. The Queen（１８８３） ,９ App. Cas. １１７; Re Behari Lal（１９０８）１３ 
B.C.R. ４１５）、個人の権利に影響を与える特定の問題について決定する権限を与え
られている機関（Caudle v. Seymour（１８４１）１１３ E.R. １３７２; R. v. Sepney［１９０２］ 
１. K.B. ３１７; Fowler（John）& Co.（Leeds）v. Duncan［１９４１］Ch. ４５０）、ある個人
に対して裁判手続きを開始するか否かを決定する権限を与えられている機関
（Kyle v. Barbor（１８８８）５８ L.T. ２２９; Firth v. Staines［１８９７］ ２ Q.B. ７０）のみなら
ず、勅許状を得て事業を行っている公益企業にすら適用がある（Eccles 
Corporation v. South Lancashire Tramways Company［１９１０］ ２ Ch. ２６３; Spurling v. 
Dantoft［１８９１］ ２ Q.B. ３８４）とされてきた。
　ここで、「委任（delegation）」の意義が問題となるが、Wils判事は、Huth v. 
Clarke（１８９０），２５ Q.B.D. ３９１において、「その語が一般に用いられているように、
委任は、委任する者が権限を手放すことを意味せず、むしろ、委任しなければ自ら
しなければならないことをする権限を与えることを意味する。……私の知る限りで
は、それ［委任という語―筆者］が委任者が自己の権利を自分からはぎ取ってしま
うような方法でこの権限を放棄することを意味するものとして法律文献の著者に
よって用いられたことはない」と指摘している（at ３９５）。したがって、制定法に
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おいて指定された機関がその制定法上の裁量の行使を委任した者の活動につき一般
的なコントロールを有しかつ保持しているという事実は、そのように裁量を委任す
る行為が「委任」であることを妨げるものではなく、「受任者は委任することはで
きない」という法格言の対象に含まれるが、委任した裁量の現実の行使に対して機
関が実質的なコントロールを及ぼし、自己の意思を指示しているといえるのであれ
ば、「委任」にはあたらず、この法格言は適用されない（Wilis［１９４３］p． ２５８）。
　もっとも、この法格言は、法解釈の準則であると考えられており（Reference re 
Regulations re Chemicals［１９４３］ １ D.L.R. ２４８, at ２７６［Hudson J.］ ;Wilis［１９４３］
p． ２５７; Keyes［１９８７］p． ６６）、効率的な行政の実現という観点から、制定法におい
て黙示的に委任が認められていると裁判所が判断することは広く観察される
（Shannon v. Lower Mainland Dairy Products Board［１９３８］A.C. ７０８; Reference re 
Regulations re Chemicals［１９４３］ １ D.L.R. ２４８, at ２６１-２６２, ２７２ and ２７８）１。
（２）参照による組込み
①　裁判例の動向
　参照による組込みの可否に関する最高裁判所による裁判例としては、まず、
Atorney-General Ontario v. Scot［１９５６］S.C. １３７, １. D.L.R.（２d）４３３, １１４ C.C.C. 
２２４が、その時々に応じて改正されたイングランド法を参照によって組み込む州法
の制定は再委任にはあたらないものとした。しかし、カナダ憲法上、問題とされる
のは、州と連邦との立法権の分配であるから、そもそも、Scot事件においては、
憲法上、問題とされる委任はなかったということができた。
　また、州と連邦との間の立法権限の分配との関係で２、その時々に応じて改正さ
れた州法を連邦法が組み込むことは、その連邦法が組み込んだ州法は、憲法上、州
が有する権限に基づいて制定された法律であって、その連邦法によって州に立法権
を新たに与えたものではないこと、及び、連邦議会はいつでも参照による組込みを
自由に改正し、またはやめることができ、連邦議会が州にその権限を明け渡したと
２８
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１ なお、カナダの法制の特徴として、立法権と行政権とは異なる独立の機関によって行使さ
れるべきであるとはされていないことを指摘することができる。Shannon v. Lower Mainland 
Dairy Products Board［１９３８］A.C. ７０８; Re Criminal Law Amendment Act １９６８-６９（Breatha-
lyzer） ［１９７０］S.C.R. ７７７.また、Wilis［１９４３］p.２５８; Rutherford［１９４８］p.５３３; Hogg［１９９２］ 
pp.３４３-３４４. た だ し、Credit Foncier Franco-Canadien v. Ross［１９３７］ ３ D.L.R. ３６５（Alta. 
A.D.）は立法権は委任できないと判示していた。
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はいえないことを理由として、連邦の立法権を委任するものではない３とした
Coughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.［１９６８］S.C.R. ５６９, ６８ D.L.R. 
（２d）３８４４が存在する５。
　他方、Reference re Manitoba Language Rights（No．３）［１９９２］S.C.R. ２１２は、カ
ナダ議会及びケベック議会の法律はフランス語及び英語で印刷され、公布されなけ
ればならないとする１８６７年憲法１３３条がどのような文書に適用されるかについて判
２９
２ なお、憲法上、内部的委任が認められるかという問題と行政法上、再委任が認められる
かという問題は別問題であるという指摘がなされている。すなわち、他の法域の法令を参
照することによって立法することが憲法上認められるという判例は、行政立法において将
来の改正を含んだ形で（ambulatory）参照によることが認められる範囲を規定するものでは
なく、判例は、議会がその権限を他の議会に委任できる能力に対する制限についての議論
に対応するのであるから、行政府による委任に全く同じように適用することはできないと
述べられている（Keyes［１９９２］p． ２８４）。たとえば、Mainwaring v. Mainwaring［１９４２］ 
２. D.L.R. ３７７（B.C.C.A.）においても、参照による立法は、組み込まれた法の事後の変更
によっては影響をうけないことが前提とされていたし、Regina v. Fialka［１９５３］ ４ D.L.R. 
４４０は、Ontario Convictions Act（R.S.O １９５０, c.３７９）の３条１項は当該法律の制定時のカナ
ダ刑法典の条項を組み入れているにすぎないという限定解釈を加えて、同３条１項の有効
性を認めていた。
３ オンタリオ控訴裁判所の裁判例として、Regina v. Glibbery（１９６２） ,３６ D.L.R. （２d）５４８
が、連邦規則が州の道路交通法を陸軍基地にも適用することとした事案につき、州が独自
に立法権を有する事項に関するものであること、及び、議会は自ら作成する規則に道路交
通法の関連条文と同じ規定を置くことができること、参照によって組み込むことがより便
宜であることを理由として、そのような委任は憲法が禁止する委任ではないと判示してい
た。そして、この場合に、固定されたテキストの参照による組込みのみしか認めないこと
は、混乱と不便とを避けるために法律の統一化を図ろうとした立法の「明白な努力」を損
なうことになると述べていた。このことは、その時々に応じて改正された文書を参照に
よって取り込むためには、授権法が定めるスキームに照らして、それが少なくとも黙示的
に必要なものとされている必要があるとしていることを意味すると理解できる。See also 
Re Meheraly et al. and Minister of National Revenue（１９８７）３７ D.L.R.（４th）６０９. また、
Laskin［１９８６］p.４３; Driedger［１９７６］p.７０９.
４ このCoughlin判決の立場はその後の裁判例において踏襲されている。たとえば、Re　Meher-
aly　et　al．　and　Minister　of　National　Revenue（１９８７）３７　D.L.R.（４th）６０９．そして、参照 
による組込みは広く認められている（最近のものとしては、R. v. St. Lawrence Cement Inc.
（２００２） ,１６２ O.A.C. ３６３（C.A.））。また、少なからぬ制定法では動的参照による組込みを含む規
則の制定を明示的に認めており、たとえば、２００１年カナダ船舶法３２条５項は、その法律の下で、
「その時点での改正を反映した（as amended from time to time）」参照による組込みを含む規則
の制定を認めている。もっとも、州法レベルでは、動的参照による組込みを認めている州と認
めていない州（たとえば、文書および外国法について、オンタリオ州［Legislation Act, ２００６, 
S.O. ２００６, c.２１, ss.６２（３）and ６１］）とがある。連邦法のレベルでは、たとえば、他の法律が異
なる意図を明示している場合を除き、基準を作成するために設立された団体、商工業団体など
によって作成された文書（１６条１項）の動的参照による組込みを認めること（１６条５項）など
を内容とする規則法（Regulations Act）案（Bil C-８４）が１９９５年に提出され、１９９６年にBil C-
２５（available at＜ htp: / www２.parl.gc.ca / HousePublications / Publication.aspx?DocId=２３２９４５３& 
Language=e&Mode=１&File=５５＞）として再提出されたが、結局、成立には至らなかった。
断を下したものであるが、第１次的立法において参照による組込みがなされている
場合には、参照されている文書も原則として２つの言語で存在しなければならない
とし、例外としては、政府間の協同取り決めがある場合と非政府主体によって開発
された、とりわけ高度の技術的専門性を有し、継続的に変更される基準が参照され
ている場合があるとした６。したがって、この判決は、Denison Mines Ltd. v. 
Ontario Securities Commission事件判決（後述（３））と整合的であるということが
できよう。もっとも、この判決は、その時々の改正を反映した技術的専門性を有す
る基準への参照を授権法が明示的あるいは黙示的に認めていることが必要かどうか
についての判断を示したものではない。また、たとえば、Vaziri v. Ordre des 
ingénieurs du Québec［１９９７］R.J.Q. ６２４（C.S.）はカナダ技術認証審議会の設定し
た基準にOrdre des ingénieurs du Québecが依拠することを支持しており、非政府
機関である基準設定主体、とりわけ、開発した基準が頻繁に改訂される、高いレベ
ルの技術的専門知識を有する主体が設定した基準の動的組込みを裁判所は容認する
可能性が高いと指摘されている（Salembier［２００４］p． ２５９）。また、立法機関でな
い団体であって立法者から独立しているもの（たとえば、基準を作成するために設
立された団体など ７ ）によって、すなわち、それら自身が有する権限に基づいて、
またはそれら自身の目的のために作成された文書を参照することは再委任にはあた
らないと解されている（Keyes［２００４］pp． １９２-１９３）８。
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５ 立法機関間の内部的委任は、憲法が定める権限分配を損なうから無効であるとされているが
（Atorney-General Nova Scotia v. Atorney-General Canada（Nova Scotia Inter-delegation）
［１９５１］S.C.R. ３１））、Coughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.事件判決によって、
容易に潜脱できることになったと指摘されている（Hogg［１９９２］p． ３６１）。そして、相当数の裁
判例（たとえば、Calder v. Minister of Employment and Immigration［１９８０］ １ F.C. ８４２（F.C.A.） 
（カナダ統計局による失業率の計算を用いるとしていた事案）；L&M Painting and Decorat-
ing Ltd. v. British Columbia（Minister of Finance）（１９８５），６８ B.C.L.R. １０１（社会保障税の
延滞金の算定に用いられる利子率として州内の主要金融機関のプライムレート＋１．５％とす
る定めがあった事案））が、権限の委任はなく、参照による組込みであるとして、規則の適
法性を認めてきている。なお、Nova Scotia Inter-delegation事件判決の理由づけのみに注目
すると、カナダ以外の立法機関以外への委任を無効と解すべき理由はないことになりそう
である（Laskin［１９８６］p． ４３）。
６ R. v. Ciarnielo（１９７９） ,１２ B.C.L.R. ３９４は、自動二輪車のヘルメットについての基準を
動的な参照によって規則へ組み込んだことは無効であると判示したが、Reference re Mani-
toba Language Rights（No．３）判決によって、先例性を失ったものと考えられる（Salembier
［２００４］p.２５８, footnote ４２）。
７ なお、Keyes［２００４］p． １９３が列挙している団体は、１９９６年に議会に提出された規則案
（Bil C-２５）の１６条１項に挙げられていた団体（前掲注４参照）と一致している。
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　もっとも、将来の改正を含んだ形で参照による組込みを行うことは、違法な再委任
にあたるとしているのではないかと解される裁判例もいくつか存在する。まず、R. 
v. Board of Commissioner of Public Utilities（１９６４）５１ M.P.R. ４（C.A.）は、メイン州
において請求されている水道料率まで水道料率を引き下げることを命ずる命令は、メ
イン州において請求されている料率が審議会が定めた料率よりも低いとすれば、その
命令は外国の行政審判所に水道料率を決定する審議会に与えられた任務を委任するこ
とになるとして、権限外であるとした。また、Investissements St-Germain et al. v. 
Cité de Rimouski（１９８２）２２ M.P.L.R. １２１は、その時々の改正を反映した全国建築規
範を参照して組み込む条例は権限の違法な委任であると判断した９。
　なお、参照による組込みとの関係では、いつかの裁判例では、組み込まれた文書
は規則本文と同様の公布要件に服するとされているが１０、少なくとも、Reference 
re Manitoba Language Rights（No． ３）［１９９２］S.C.R. ２１２でも指摘されたように、組
み込まれた文書の入手可能性が要求されている１１。そして、いくつかの制定法では、
組み込まれた文書の入手可能性が十分でない場合には、たとえば、組み込まれた基準
を遵守しなかったことによる罰則を科すことができないものとされている。たとえ
ば、油汚染に対する準備・対応および協力に関する国際条約を国内法化した部分を含
んでいた（２００１年カナダ船舶法（２００１, c.２６）の制定により廃止された）カナダ船舶
３１
８ 逆に、独立した権限に基づかないで作成された文書を参照する場合には、将来の改正を含
んだ形で参照することは、権限の委任または再委任にあたるとされる場合がある。もっとも、
その文書が技術的なものであれば、参照による組込みにより立法によるスキームの詳細を補
充することは立法行為にあたらないので（R. v. Perimeter Aviation［１９８６］ ６ W.W.R. １１０; Re 
Peralta（１９８５）４９ O.R.（３d）７０５（C.A.））、おそらく、その文書を作成する権限は行政的
なものであると性質決定されうる。したがって、そのような参照による組込みから生ずる
再委任は許容されると指摘されている（Keyes［２００４］p． １９３）。
９ また、Mathurin v. Lee Cofrages Dominic Ltée［１９８２］T.T. ２６１, reversed［１９８３］C.S. １４３．
１０ Capital Regional District v. Henson（１９８１）２８ B.C.L.R. ２６６, １２３ D.L.R. （３d）７３０（C.A.） ;
R. v. Telfer（１９８０）３９ N.S.R.（２d）４１４．もっとも、参照による組込みは、組み込まれた文
書が公布されなくとも、有効であるとするものもあるし（たとえば、R. v. Colins（R.）et 
al． （２０００），１４０ B.C.A.C. ３１１; １４８ C.C.C.（３d）３０８（C.A.））、州の制定法によって、組み
込まれた文書には、登録または公布の要件が課されないと定められていることが最近では
一般的である。
１１ Denison Mines Ltd. v. Ontario Securities Commission, ３２ O.R.（２d）４６９（１９８１） （後述（３））、
Meheraly v. Minister of National Revenue［１９８７］D.L.R.（４th）６０９（C.A.） ;Canadian Pacific 
Ltd. v. Canada（ Canadian Transport Commission） （１９８８）８６ N.R. ３６０（F.C.A.） ;Mathurin v. 
Lee Cofrages Dominic Ltée［１９８３］１４７ D.L.R.（３d）４８６（Que S.C.） .また、オーストラリ
アの裁判例であるWright v. T.I.L. Services Pty. Ltd.（１９５６） ,S.R.（N.S.W.）４１３（後述（３））
参照。
法（R.S., １９８５, c.S-９）６６５．１条（２）は、不遵守の日において、６６０． ９条 （１） （d）の
下で定められた規則で要求されているように基準が公表されており、かつ、大臣に
よって発出された基準の場合には、その基準の公告およびその基準を入手すること
ができる場所の公告がカナダ官報において公にされていた場合を除き、参照によっ
て規則に組み込まれた基準の不遵守を内容とする罪に問われないとしていた。
②　学説
　受任者は委任することはできないという格言の規則への適用は、明示的な授権規定
がない限り、権限を有する他の者の立法を将来の改正を含んだ形で（ambulatory）参
照することは権限踰越であるという結論につながる可能性があると指摘されている
（Côté［１９９１］p． ７３）。より直截には、その時々に応じて改正された条項への参照に
よる組込みを認めることは、黙示の再委任の一形式を認めることになり、参照され
ているテキストへの将来の改正を含めた参照を行うことによって、規則制定権限を
有する者がどのような規範がその規則制定権限の行使から生ずるかを知ることがで
きないことになり、その結果、第三者に規制権限を明け渡すことになるから、参照
による組込みが有効であるためには、規則制定権限を有する者は、組み込んだ条項
に対して加えられた改正を十分に検討する必要があるという見解がきわめて有力で
ある（Dussault and Borgeat［１９８６］pp． ４１９-４２０）。同様に、Salembierは、「動的な
参照による組込みがなされる場合には、規則制定権限を有する者は組み込まれる文
書の著作者たちがどのような変更を行うと決定するかについて見当がつかず、その
結果、組み込まれる文書の著作者にルールの将来の改革を再委任することになる」
と評価する（Salembier［２００４］p． ２５８） １２。
③　司法省
　①でみた連邦政府と州政府との間の内部的委任（inter-delegation）の合憲性を認
めた裁判例に依拠して、司法省は、将来の改正を含めた（open）参照による組込み
には立法権の再委任の要素はなく、明示的な授権がなくとも、その時々に応じて改
正された資料を、規則制定権限を有する者が、参照によって規則に組み込むことは
３２
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１２ なお、同じ英米法系の国であるオーストラリアにおける委任立法との関係で、Pearce と
Argumentは、「他の組織によって定められた要求事項を委任立法に含めることは、他の組織
が、実際には、そのトピックについて法を示していることを意味する。もし、特定の時点
において有効な文書の組込みであれば、その組込みはそうではない。しかし、組込みがそ
の時々において有効な文書の組込みであれば、これは、その組織に、委任立法の内容を決
定するように文書を作成することを可能にするものである」（Pearce and Argument［１９９９］
pp． ２７９-２８０）と述べている。
商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
許容されるという見解を示している１３。
④　議会の委員会報告
　カナダ議会の下院においては、たとえば、１９９３年に、金融委員会が、工業規格、
とりわけ、規制産業において合意が形成されることによって生成されたものを参照
して組み込むことを勧告した１４。
　他方、たとえば、１９７７年には、規則に関する両院合同委員会が、その第２報告書
において「外部の文書を規則（statutory instruments）に組み込むことは、……固定
されたテキストを組み込むこと及び外部の主体によってその時々に改正されるテキ
ストを組み込まないことを条件として、許容される。委員会は、そのような改正は
議会により委任を受けた者によって検討され、また、望ましいと考えられるのであ
れば、規則の明示的な改正により、もともとの基準、文書などを組み込むべきであ
ると主張する。自動的な改正を認めることは、規則に関する法律（Statutory 
Instruments Act）が定める手続外で、議会から委任を受けた者以外のものに従位的
立法（subordinate legislation）をすることを認め、規則の改正、したがって、新た
な規則の制定に同意することである。外部の文書の組込みまたは外部の文書への参
照による従位的立法がなされる場合には、委員会は、固定されたテキストへの参照
による組込みを要求し、または、外部文書のいかなる改正も、従位的立法を含む規
則に組み込まれないこと、規則に含めることが望ましい改正は特定の改正手続きの
対象となることの保証を求める。」とした１５。
　また、最近では、規則調査常設委員会が、２００７年に公表した第２報告書１６におい
て、外部の資料を規則に参照により組み込むことに関する問題点を再び検討した。
そこでも、委員会は、「その時々に応じて改正された」外部の資料を規則に参照に
よって組み込むことは、規則制定権の再委任にあたるという見解を示した（パラグ
ラフ６、８及び４８）。そして、議会が明示的にあるいは必要性を黙示して、そのよう
３３
１３ See Department of Justice, Administrative Law Sector, Justice position paper on incorpora-
tion by reference, September １９９５.
１４ Standing Commitee on Finance（House of Commons） ,Report, Regulations and Competi-
tiveness, １９９３.
１５ Second Report of the Standing Joint Commitee on Regulations and other Statutory Instru-
ments, ３０th Parliament, ２nd Session. １９７７．
１６ Report No.８０, Incorporation by Reference, ３９th Parliament, ２nd Session, ２００７ ＜ htp:/ 
cmte.parl.gc.ca/Content/HOC/commitee/３９２/regs/reports/rp３２０４１０６/３９２_REGS_Rpt０２/３９２_REGS_ 
Rpt０２.pdf>.
な手法を用いる権限を与えた場合を除き、「その時々に応じて改正された」外部の資
料を規則に参照によって組み込むことは許されない、明確な権限なしにそのようなこ
とをすることは違法であると考えざるを得ないとした（パラグラフ４６及び４８）。
（３）Denison Mines Ltd. v. Ontario Securities Commission事件判決
　CICAハンドブックで示された一般に受け入れられた会計原則に従うことを要求
するカナダ事業会社法規則あるいは各州の会社法規則・証券法規則の合憲性が争われた
事件に係る公表裁判例は、Denison Mines Ltd. v. Ontario Securities Commission, ３２ 
O.R.（２d）４６９（１９８１）のみのようである。
　この事件では、規則及び一般に受け入れられた会計原則に従って作成された財務諸
表の開示を要求する１９７８年オンタリオ証券法７７条の下で、CICAハンドブックにその
状況に適用される勧告が含まれている場合には、それが「一般に受け入れられた会計
原則」にあたるものとしていたオンタリオ証券法規則（Ontario Regulation ４７８/７９）
１条３項がカナダ勅許会計士協会に対する違法な委任であるかが争われた１７。
　裁判所は、カナダ勅許会計士協会に対する無効なまたは不適切な委任であるとい
うことはできないとした。すなわち、証券法規則１条３項は、無効なまたは不適切
な権限の委任ではなく１８、単に、カナダ勅許会計士協会によって設定された会計基
準及び監査基準を参照することによって組み込んでいるにすぎないし、カナダ事業
会社法規則が採用しているアプローチと同じであるとした。そして、カナダ勅許会
計士協会は証券法において要求されている特定の財務諸表との関係において独立し
た決定をする役割を演じているわけではなく、オンタリオ証券委員会が管轄を有す
る事項について裁量的権限を行使しているわけでもないこと、たとえば、証券法２
条４項の下で、証券委員会のDirectorは、一般に受け入れられた会計原則に従わな
い財務諸表を一定の状況の下では受理することができ、同７９条は証券法及び証券法
３４
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１７ Denison Mines Ltd.は、CICAハンドブックのセクション１７００で要求されていたセグメン
ト情報の開示の免除を、１９７８年オンタリオ証券法７９条（証券委員会は、開示に関する証券
法または証券法規則の要求事項の遵守の免除を、そのようにすることに十分な正当化事由
があるという、特定の事案の状況があると認め、かつ、それが公益を損なわないと考える
ときには、証券委員会が定める条件の下で、認めることができる）の規定に従って、オン
タリオ証券委員会に申請したが、却下されたために、この訴訟を提起したという経緯があ
る。
１８ もっとも、Macdonald and Janda［１９８４］p． ６０２は、この裁判例を再委任する制定法上の権
限が特に与えられていないにもかかわらず、裁判所が、意思決定権限が実際には委任され
ておらず、規則は権限の範囲内のものであるとした例の１つとして挙げている。
商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
規則の適用免除を与える一般的権限を有するものとしているに照らすならば、財務
諸表の様式と内容についての究極的なコントロールは証券委員会に残されているこ
とを理由としてあげた。また、CICAハンドブックの内容を全部、証券法規則の中
に含めることは過度の形式主義であり、このような参照による組込み
（incorporating by reference［incorporation by reference］）を認めることは常識にか
なっているとした。さらに、参照による組込みを認めることは、Atorney-General 
Ontario v. Scot事件判決及びCoughlin v. Ontario Highway Transport Board et al.事
件判決などとも整合的であるとし、「他の組織のルールを自己のルールに単に統合
することはそのようなルールを設定する権限を委任するものでは全くない」とした
Kingston v. Ontario Racing Commission［１９５６］２. O.R. １０, ４９ D.L.R.（２d）３９５１９が
本件を考える先例としてより密接な関係があるとし、また、オンタリオ証券委員会
の代理人が引用した、オーストラリアの裁判例であるWright v. T.I.L. Services Pty. 
Ltd.（１９５６） ,S.R.（N.S.W.）４１３２０は示唆に富むとした２１。
３５
１９ この判決は、オンタリオ競馬委員会の規則は、立法的な性質よりも、むしろ行政的な性
質を有していたと指摘しており、また、この判決では、動的組込みが意図されていたかど
うかは明確には認定されていないため、参照による動的組込みが認められた事案としては
適切でないという評価が可能である。
２０ 「いかなる場合にも、規則はそれに定められていないことを参照によって組み込むことが
できないという一般的な前提は、私の意見によれば、不健全である。たしかに、規則は、
それが違反に対して罰則を科す対象者に対して、十分な確実性をもって、その義務の範囲
を示さなければならない。規則が他の文書に対する参照を含んでいる場合に、その要求事
項が公正に示されているという要件がみたされているか否かは、その特定の規則及び組み
込まれた文書の性質と内容についての考察に基づかなければならない。その参照された文
書が何なのかについて不確実性があるのであれば、その規則が無効とされることには疑い
はない。また、その文書が容易にアクセス可能なものでなければ、ある場合には、その規
則は好ましくないとされるが、そのように考えられる真の根拠は不確実だからではなく、
不合理だからである。」（at ４２１-４２２）。このように、本判決は、参照による動的組込みがこ
の事件では意図されていたことを前提としているが、参照による動的組込みが違法な再委
任にあたるか否かについては裁判の当事者も争っておらず、裁判所も判断を全く示してい
ない（See Keyes［１９９２］p． ２８４）。
２１ 原告は、R. v. Sandler［１９７１］ ３ O.R. ６１４, ２１ D.L.R.（３d）２８６（C.A.） ,Atorney-General 
Canada v. Brent［１９５６］S.C.R. ３１８, ２ D.L.R.（２d）５０３, １１４ C.C.C. ２９６ 及びBrant Dairy Co. 
Ltd. et al. v. Milk Commission of Ontario et al.［１９７３］S.C.R. １３１, ３０ D.L.R.（３d）５５９に 依
拠して、証券法規則１条３項は、無効または不適切な委任であると主張したが、裁判所は、本
件において、証券法規則１条３項の規定は、権限の広範なあるいは無制約の（unstructured）委
任にはあたらない、組み込まれた基準はあいまいまたは不確実なものではない、そして、差別、
意思的行為または政策の主観的概念を助長するものとは考えられないから、それらは本件の先
例としてはふさわしくないとして、退けた。
Ⅴ　イギリス 
 
１　会社法における会計関連規定２２
　Gladstone委員会の報告２３をふまえて、１８４４年株式会社法（Joint Stock Companies 
Act, ７ and ８ Vict., C.１１０）は、株式会社について監査人を選任することを要求した
が（４１条）、１８５６年株式会社法（Joint Stock Companies Act, １９ and ２０ Vict., C.４７）
は監査人の選任を強制しないこととした。もっとも、１８５６年法の下でも、その定款
を登録していない会社に適用されるTable Bでは、監査人は貸借対照表及び会計帳
簿について株主に対して報告をしなければならず、その報告においては、監査人
は、その意見によれば、貸借対照表は完全かつ公正な（ful and fair）貸借対照表
であるか否か、会社の業務の状況の真実かつ正しい（true and corect）概観を示す
ように正しく作成されているか否かを示さなければならないものとされていた（８４
条） ２４。
　１９００年会社法（Companies Act, ６３ and ６４ Vict., C.４８）では、Davey委員会の勧
告２５に従って、再び、監査人の設置が強制されたが、１９００年会社法では、その報告
において、監査人は、その意見によれば、貸借対照表は会社の業務の状況の真実か
つ正しい（true and corect）概観を示すように正しく作成されているか否かを示さ
なければならないものとされ（２３条）、これは、１９０８年会社（統合）法（Companies
（Consolidation）Act, ８ Edward VI, C.６９）でも引き継がれた２６。
　他方、損益計算書を監査の対象とすることについて、多くの会計専門職業人や経
３６
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２２ 詳細については、たとえば、Stacey［１９５４］；Rose［１９６５］を参照。
２３ Report of the Select Commitee on Joint Stock Companies, House of Commons, Sessional 
Papers, １８４４（１１９）VI, １.
２４ １８６２年会社法では、Table Aの９４条として実質的に同一の規定が設けられた。
２５ Report of the Departmental Commitee on Amendments to the Companies Acts １８６２ to 
１８９０, House of Commons, Sessional Papers, １８９５（c.７７７９）LXXXVII, １５１.
２６ １９２９年会社統合法（Companies Consolidation Act, １９２９, １９ and ２０ George V, C.２３）１３４
条１項もこれを踏襲した。
２７ Report of the Select Commitee on the Companies Act, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １８７７（３６５）VII, ４１９, q.１８３２-１８３３［Church］ ;q.２１９２［Jessel］ .Report of Departmental 
Commitee on Amendments to the Companies Acts, １８６２ to １８９０, House of Commons, Ses-
sional Papers １８９５（c.７７７９）LXXXVII, １５１. Appendix to the Report of the Company Law 
Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, １９０６（Cmd.３０５３）XCVI, 
２４９. See also Clapperton［１９４１］p.８１
商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
済界は否定的な意見を持っており２７， ２８、１９０６年の会社法改正委員会（Company Law 
Amendment Commitee）の報告書２９も、消極的な意見を述べ（para． ３３）、１９１８年の
Wrenbury報告書３０も否定的な意見を示し（para． ６０）、１９２８年会社法（Companies 
Act, １８ and １９ George V, C． ４５）においても実質的な変更は加えられなかった。た
しかに、Greene委員会の報告３１を背景として、１９２８年会社法では、株主に損益計算
書を提供することが要求されるにいたったが（３９条３項） ３２、監査人の監査の対象と
はされなかった。もっとも、ロイヤル・メール事件を契機として（cf. Clapperton
［１９４１］p． ８１）、損益計算書についての監査人の任務にも目が向けられるようになっ
た。たとえば、会計士･監査人協会（Society of Incorporated Accountants and 
Auditors）の会長も務めたMorganは、その当時、損益計算書を監査報告に含めるべ
きであると主張していたのは会計士･監査人協会のみであったと指摘しつつ
（Morgan［１９３３］pp． ５１２-５１３） ３３、「損益計算書に関する監査人の責任は貸借対照表
のそれと同じように定められるべきである。……監査人は貸借対照表についてと同
３７
２８ もっとも、たとえば、マンチェスター会計士協会の元会長であったChadwickなどは、
１８７７年の議会の会社法委員会において、損益計算書を株主に提供することを求めるべきで
あると証言していたし（Report of the Select Commitee on the Companies Act, House of 
Commons, Sessional Papers, １８７７（３６５）VII, ４１９, q.１９８０［Chadwick］ ;q.２６１［Newmark］ ;
q.４７０［Turquand］ ;q.９６６［Morris］ ;q.１３１７［Price］）、損益計算書の提供を定めることを内容
の１つとする法案は繰り返し、提出された（House of Commons, Sessional Papers, １８４４
（３８）I, １３３; House of Commons, Sessional Papers, １８８７（２３８）I, ３７９; House of Com-
mons, Sessional Papers, １８８８（１４４）I, ６１）。また、議会の会社法委員会は、１８９７年に損益
計算書も監査の対象に含めるような、監査人の監査報告書の様式を含む法案を議会に提出
したが（House of Commons, Sessional Papers, １８９７（４５） ,I, ２９９, Form B）、審議の対象と
なる前に、撤回された。この様式を起草したのは、Chadwickであった（Report of Select 
Commitee on the Companies Acts of １８６２ and １８６７, House of Commons, １８９７（３６５）I, 
４１９, q.１９４７）。
２９ Report of the Company Law Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, 
１９０６（Cmd. ３０５２）XCVI, １９９.
３０ Report of Company Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, １９１８
（Cmd. ９１３８）VI, ７２７.
３１ Report of Company Law Amendment Commitee, House of Commons, Sessional Papers, 
１９２６（Cmd. ２６５７）IX, ４７７.
３２ １９０８年会社（統合）法は、会社の定款または規則が要求している場合にのみ損益計算書を
定時株主総会のために作成することを要求していた（１１３条。First Schedule，１０６条も参照）。
３３ 会計士･監査人協会の評議会は、１９３２年に、監査人は損益計算書の正確性について完全に
責任を負わないということはできず、監査人の見解によれば損益計算書に何らかの正しく
ないまたは誤導する性格のものが含まれている場合には、監査人はそのことについて株主
の注意を喚起すべき場合があるという意見を表明した（Johnson［１９３３］p. ４９８; Morgan
［１９３３］p.５１０）。
様に損益計算書についても特に報告することが要求されるべきである」と指摘した
（Morgan［１９３３］p． ５１８）。
　結局、損益計算書は、Cohen委員会報告書３４， ３５を背景として制定された、１９４７年
会社法（Companies Act, １９４７, １０ and １１ George VI, C.４７）において、初めて、監
査人の監査の対象とされたが（２２条１項 （a））、その第９附則では、監査人の監査報
告には、貸借対照表がその会計年度の末日における会社の業務の状況の、損益計算
書がその会計年度の損益の、それぞれ、「真実かつ公正なる概観（a true and fair 
view）」を示しているか否かについて示すことが求められた。この変更には、従来
の「真実かつ正確な」という表現は不適切であり、「完全かつ公正な（ful and 
fair）」という文言を採用すべきであるという財務コンサルタントであり、バリスタ
でもあったSamuelの提案３６を背景として、委員会が採用した３７という経緯がある。
もっとも、当時の著名な会計士の１人であったde Paulaが「一般に受け入れられ
た会計原則」への準拠性をしめす文言を監査報告に含めることを提唱していたにも
かかわらず３８、このような文言が採用されたことには留意が必要である。
２　会計原則についての勧告書の作成・公表
　１９３５年に会計士・監査人協会は、研究が職業人にとって益になるような方向を定
め、そのような研究を行うことの実務的可能性を検討させるために、研究委員会
（Incorporated Accountants’Research Commitee）を設けた３９。この委員会は、さまざ
まなタイプの事業についての標準的な勘定について、『勘定の設計（Design of 
Accounts）』 ４０という一連の研究成果を公表したが、アメリカ公認会計士協会のよう
な会計原則についての公式見解を公表することはなかった。もっとも、この委員会
３８
筑波法政第４７号（２００９）
３４ Report of the Commitee on Company Law Amendment, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １９４５（Cmd. ６６５９）IV, ７９３.
３５ Edeyは、ロイヤルメール事件が影響を与えたと指摘している（Edey［１９５６］pp． １２８-１２９）。
３６ Commitee on Company Law Amendment, Minutes of Evidence（H.M.S.O., １９４１-１９４３） ,
app. TT, para. １５, p.６７９.
３７ Report of the Commitee on Company Law Amendment, House of Commons, Sessional Pa-
pers, １９４５（Cmd. ６６５９）IV, ７９３, p.６８.
３８ Commitee on Company Law Amendment, Minutes of Evidence（H.M.S.O., １９４１-１９４３） ,
app. MM, para. ２４, p.５６８.
３９ Research Commitee, The Incorporated Accountants Journal, vol.４４, no.５ （February １９３５） ,
p.１６１.
商事法における会計基準の受容（６）（弥永）
は、Bray教授などによる会計理論及び手続きに関する著作の公表を後援し、単行
本や実務ノートシリーズとして刊行したほか４１、１９４８年から１９５８年にかけて、
Accounting Researchという定期刊行物を刊行した。
　イングランド・ウェールズ勅許会計士協会の評議会も、１９４２年になって初めて、
税務及び財務的関係委員会（Taxation and Financial Relations Commitee）に対し
て、会社の計算のある側面について検討し、勧告をすることを求め、会員にとって
の情報のために承認された勧告を公刊することを提案したが、この勧告は会員を拘
束する規則とは考えられておらず、評議会は「何が最善の実務であるかに関して取
締役に助言するにあたって作成される勧告が会員にとって助けになることを期待し
ている（it is hoped）」とするにとどまっていた４２。イングランド・ウェールズ勅許
会計士協会は、税務及び財務的関係委員会（後の、税務及び研究委員会）の作業結
果に基づいて、会計原則勧告書（Recommendation on Accounting Principles）とし
て、公式見解を公表するようになった。　
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